
令和２年２月１０日14時00分

資料配布 近畿地方整備局

独立行政法人都市再生機構と
災害対応の連携に関する覚書を交わしました。

～１／２９ 独立行政法人都市再生機構と覚書交換～

近畿地方整備局と独立行政法人都市再生機構は、災害対応に向けた連携を図るため、こ

の度、覚書を交わしました（別添資料１）。

１．覚 書 名 災害対応の連携に関する覚書（別添資料２）

２．覚書の概要 近畿地方整備局と独立行政法人都市再生機構は情報共有等、平時か

ら災害対応に向けた連携を図り、災害発生時等において、ＵＲリエ

ゾンを受け入れるなど、災害等からの早期復旧のため、連携を図る

ものです。

３．覚書交換日 令和２年１月２９日（水）

締結の相手方 独立行政法人 都市再生機構４．

＜取扱い＞

＜配布場所＞ 近畿建設記者クラブ、大手前記者クラブ

＜問合せ先＞ 近畿地方整備局

防災室長 木村 佳則（きむら よしのり （内線 ２１５１））
防災室長補佐 鎌田 洋一（かまた よういち （内線 ２１５４））
ＴＥＬ：０６－６９４２－１１４１（代表） ０６－６９４２－１５７５（直通）



機密２災害対応の連携に関する覚書を交わしました。

【覚書交換式】
○日時：令和２年１月２９日（水） １７：１５～１７：３０
○場所：近畿地方整備局 災害対策室

近畿地方整備局

【概要】
近畿地方整備局と独立行政法人都市再生機構は災害対応の連携を図るため、令和２年１月２９

日に覚書を交わしました（地方整備局等（北海道開発局、沖縄総合事務局含む。）と独立行政法
人都市再生機構が覚書を交わすのは、全国初のケース）。
これにより、発災時には必要に応じて近畿地方整備局災害対策本部にＵＲリエゾンを受け入れ、

被災状況や応急復旧の状況等の情報共有を行い、さらに幅広い被災地ニーズに応えられる活動を
目指します。
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